介護食士試験問題作成要領
　この要領は、介護食士事業推進委員会（以下、「委員会」という。）が作成する介護食士試験問題（学科試験、実技試験を含む。）の作成及び実施方法等を定め、試験問題業務の円滑な推進を期することを目的とする。

１．試験問題作成にあたって
　試験問題の作成に当たっては、出題しようとする技能・知識（技術）の範囲を、「介護食士」認定規程実施細則に示す規定教科に従って作成しなければならない。このために、試験問題を次の要件を備えたものとするよう努めるものとする。
（１）妥当性
　　　当該問題によって、試験しようとする技能及び知識を実際に試験できるものであること。
（２）適正性
　　　全問題が、試験しようとする技能及び知識の領域を適正に代表しているものであること。

（３）識別性
　　　試験対象者の能力に応じた差異が結果として生ずるものであること。

（４）信頼性

　　　試験を行う者、日時、場所の如何にかかわらず、同じ対象者には同じ結果が出るものであること。
（５）客観性
　　　試験を行う者の恣意的な判断が結果に影響を与えないものであること。
２．学科試験問題の作成
（１）試験問題の形式及び問題数
　　　学科試験問題の形式は、真偽法（○・×式）とし、出題数は、５０問とする。
（２）試験時間
　　　試験時間は、１時間以内とする。

（３）試験問題作成上の基本的事項
　　　試験問題の作成に当たっては、次の事項に留意しなければならない。
　　イ　規定教科別の問題数等
　　（イ）規定教科別の問題数は、当該科目の重要度を考慮して定めるものとする。
　　（ロ）規定教科に定める知識の全範囲にわたって出題するものとし、全項目にわたって問題が作成されているようにすること。
　　ロ　設問の内容
　　（イ）規定教科に定める範囲、程度を逸脱してはならないこと。

　　（ロ）何を設問しようとするのか、出題のポイントを明瞭にすること。
　　（ハ）作業の遂行に必要な正しい判断力及び知識の有無を判別しうるものであること。

　　（ニ）学説が分かれていたり、一般的に真偽の結論の出せない事項に関する問題は避けること。
　　（ホ）棒暗記するようなものはできるだけ避けて、判断力、推理力を働かせる応用問題とすること。
　　（ト）特定の個人や特定の経験等が有利となる問題は避けること。
　　ハ　問題文の表現
　　（イ）文体は口語体とし、かなづかいは現代かなづかいとすること。
　　（ロ）用字は常用漢字、ひらがな（ただし、外来語はカタカナ）を使用し、読みにくい漢字にふりがなをつけること。
　　（ハ）技術用語は、原則として次の用語を用いること。
　　　　ａ　用語に関する日本工業規格に規定された用語
　　　　ｂ　学術用語
　　　　（注）できる限り、慣用語の脚注をつけるようにすること。

　　　　　　　また、特定企業に属する商品名は使用しないこと。

　　（ニ）文法的に正しく平易かつ簡潔な文章を作るとともに、できる限り平易な言葉を使用するように努めること。
　　（ホ）難解な表現等により不必要に問題がむずかしいという印象を与えないよう、表現を工夫すること。
　　（ヘ）不明瞭な表現は避け、真偽のはっきりした問題文とすること。
　　（ト）真偽を決定する重要な箇所から故意に注意をそらせて罠にかけるような表現は避けること。
　　（チ）教科書などから、全く同一文章を引用することのないようにすること。

　　（リ）正解の構成については、正誤の比率は著しく片寄ることのない構成とすること。
（４）試験の実施方法

　　　学科試験は、認定施設の指導員立会いの下に各認定施設ごとに実施する。

（５）採点基準
　　　　合否基準は、正解が出題数の６割以上あるものを合格とする。
３．実技試験問題の作成
（１）実技試験の形式
　　　実技試験は、作業試験により実施するものとする。
　　　作業試験の課題は、講習で実習したレシピのうち、作業時間1時間以内で収まるような課題３課題とする。
（２）試験の実施方法

　　　実技試験は、認定施設の指導員立会いの下に認定施設ごとに実施する。

　　　採点は、２人の指導員がこれに当たる。ただし、作業時間の記録については、指導員の指導の下で、認定施設の職員が行うこととする。
（３）採点基準
　　　作業試験３課題の試験を実施し、３課題それぞれを配点し、その合計は100点とする。

　　　合否基準は、３課題あわせた100点満点中、６０点以上を合格点とする。
イ　採点項目
　　　　出題した課題に基づき、次の採点区分ごとに必要な採点方法を定めるものとする。
　　（イ）製品採点（仕上がり）
　　（ロ）作業動作（手順）採点
　　（ハ）作業態度採点
　　（ニ）作業時間採点

　　ロ　採点
　　（イ）作業時間等については、記録数値に基づき採点を行うものとする。
　　（ロ）作品の仕上がり、作業動作、作業態度等については、指導員が目視したところ等を記録し、これに基づき採点を行うものとする。
　　　　　なお、目視等によるものは、原則として、２名の指導員が独自の判断のもとに採点を行うこと。この場合、指導員の合議によることもさしつかえないものとする。
附則
この要領は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第１０６条第１項に定める公益社団法人の設立の登記の日から施行する。
